第１８回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２３年２月２日（水）１０時から１２時２０分
場　所：新別館北館５階　共用会議室３
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名

◎アドバイザーの主な意見
【棚卸資産について】

· 正味売却価額の算定にあたり、販売見込額から控除できる販売経費見込額は、通常掛かる販売費用等の付随費用で、人件費や広告宣伝費などの経費は対象にならない。

· 平成２３年度を試行期間として、平成２４年度本格運用ということであれば、開始貸借対照表（平成２３年４月１日現在）への計上は簿価として、その試行期間中に評価減を行うことで問題ない。

· その評価減については、行政コスト計算書において原則として「その他の行政費用」に計上することでよいが、原因が過去の政策の失敗によるもので巨額な場合は、政策的判断で「特別費用」に計上することも考えられなくない。

· 完成土地等の棚卸資産の簿価は、次のいずれかの考え方で計上するしかない。

・原則として、過去の資料などから事務費を含めた取得価額を算出する。

・取得価額の把握ができない場合は、公正価値（時価）とする。

【連結財務諸表等の作成について】

· 連結する場合の内部取引などの相殺消去については、関係団体に対して、事前に報告フォームを決めるなどしてシステム化することでスムーズに対応すべき。

· 政策別セグメント情報として作成する場合、部局別に関係団体を合わせたものを政策別としてみなすことができないか検討いただきたい。なお、部局によって細かい単位で政策別を作成することを否定するものではない。

· 公表する際の表示方法は、見る人のニーズに合わせることが望ましい。年次報告書の本文中は、シンプルな表や文章で説明し、詳細な情報は付録として添付することも考えられる。

· 関係団体の範囲について、出資比率などで一律的な設定をするのではなく、企業会計でいう影響力基準（関係会社を決める一つの基準）を検討いただきたい。なお、自立化して、補助金を受けずに、自己収入の範囲内で業務を行うことが必ずしも影響力の対象外になることを意味しない。
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